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高知県土木部住宅課
震災対策担当 主幹 西原雄大

第23回
住宅市街地整備推進協議会全国会議

高知県の被害想定高知県の被害想定



過去の南海地震過去の南海地震
◆南海地震はこれまでおよそ100年から150年ごとに発生しています

◆また、過去の記録から「東海地震・東南海地震」と同時または連動し
て発生しています

南海トラフ巨大地震による南海トラフ巨大地震による
震度分布・津波予測の概要震度分布・津波予測の概要

（（H24.12.10H24.12.10公表公表））

県内３４市町村のうち
・震度７ ： ２６市町村
・震度６強 ： ８市町村
・市町村によっては震度３相当以上の揺れが３分継続
・最大津波高さが３０ｍを超える市町も
（内閣府公表）

・役場付近で最大浸水深が１０ｍを超えると
想定される市町村も



南海トラフ巨大地震の被害想定南海トラフ巨大地震の被害想定
（（H25.5.15H25.5.15公表）公表）

①建物被害（全壊）
・揺れによる被害 80,000棟

②人的被害（死者数）
・42,000人

高知県の建物数 約450,000棟
人口 約746,000人

①建物被害（全壊）
・9,400棟

②人的被害（死者数）
・1,800人

耐震化が100%達成できれば

住宅の耐震化の目標（Ｈ２４）住宅の耐震化の目標（Ｈ２４）

Ｈ３２年度までに住宅の耐震化率を９５％
（高知県住生活基本計画）

目標達成のために、さらに２５，４００戸の耐震化が必要



高知県のこれまでの主な取組み高知県のこれまでの主な取組み
開始年度 内容

平成15年度 耐震診断に関する補助を開始

平成16年度 住宅耐震相談センターを開設し県民からの相談に対応（現在も継続）

平成17年度 耐震改修工事に対する補助を開始

平成19年度
耐震改修工事の要件緩和：診断時の評点0.7未満→1.0未満

改修設計に対する補助を開始

平成20年度 耐震改修工事の要件緩和（１階部分のみの改修でも補助対象）

平成23年4月 鉄筋コンクリート造、鉄骨造、混構造等の非木造住宅の耐震対策に対する補
助を開始

平成23年8月 耐震改修工事に対する３０万円の上乗せ補助を開始

平成24年4月 避難路沿道の危険なブロック塀等の耐震対策に対する補助を開始

平成25年4月 老朽住宅の除却に対する補助を開始

住宅の耐震化の主な阻害要因住宅の耐震化の主な阻害要因

１．耐震化の必要性に関する認識の不足

２．耐震化コスト（住宅所有者の負担が大きい）

３．業者・工法等に対する信頼性が低い、又は
情報不足



１．耐震化の必要性１．耐震化の必要性
に関する認識に関する認識

耐震診断結果
報告書に添付



東日本大震災により東日本大震災により
防災意識が高まっている防災意識が高まっている

昨年度は一部の市町村において、昨年度は一部の市町村において、
申込みが予算枠を超えたところで申込みが予算枠を超えたところで

受付を終了受付を終了



２．耐震化コスト２．耐震化コスト
（住宅所有者の負担が大きい）（住宅所有者の負担が大きい）

上乗せ補助を実施した効果（H23～）

東日本大震災で防災意識が高まった時期に、上乗せ補助を
実施することで耐震化の促進効果が高まった

耐震改修工事件数と工事費

上乗せ補助により5割以上の
要望をカバー

問：自己負担がいくらまでなら、
耐震改修工事を行いますか？

※設計３０万円、改修工事１７６万円（平均）として
従来：補助金２０万円+６０万円＝８０万円（１２６万円の自己負担）
現在：補助金２０万円+６０万円+３０万円＝１１０万円（９６万円の自己負担）



・補助制度の充実
・事業者に向けた合理的で低コストな工法

の普及啓発

住宅所有者の自己負担額の軽減

３．業者・工法等に対する３．業者・工法等に対する
信頼性信頼性が低い、又は情報不足が低い、又は情報不足



⑩活動指針に基づく指導

③施工依頼

⑨助言

⑩活動指針に基づく指導

①補助申請

⑥現場検査

④工事施工

連携
（所属）

⑧技術支援、助言
（現場検査に同行）

⑦支援依頼
（書面による）

②交付決定

⑤現場確認等
⑥現場検査

立ち会い

耐震診断士

登録工務店補助申請者
（建物所有者）

県 市町村

耐震改修住宅

住宅の所有

選任

耐震改修工事の質の確保のためのフロー図耐震改修工事の質の確保のためのフロー図

・耐震改修工事の質の確保
・住宅所有者が補助事業の仕組み、工法、

コストへの疑問に対して直接相談できる
機会の設置

業者・工法等に対する
信頼性が低い、又は情報不足



高知県住宅耐震化促進事業高知県住宅耐震化促進事業

1. 耐震診断・耐震改修設計・耐震改修工事への補助

2. 耐震診断士の登録制度

3. 事業者の登録制度

登録件数（Ｈ２５年４月現在）登録件数（Ｈ２５年４月現在）

耐震診断士 ５２２名

登録設計事務所 ２３０件
（耐震診断士が所属）

登録工務店 ３９０件
（耐震診断士が所属または

建築士事務所と連携して登録）



○耐震改修工事の実施率は年々増加傾向にあり、平成２３年度は、５０％
超となっている

○向上した理由は、熟練した技術者の増加、経済的な補強方法の普及
により、改修工事費が低価格となり、工事が行いやすくなった

○この実施率がアップすることで、耐震改修の実績が増加

耐震改修工事の実施率

（320）

（1,590）

（1,296）

（697） （813）

（952） （877）

（1,198） （1,226）

（1,347）耐震診断 改修工事

県全体

耐震改修累計：1,702棟
登録工務店：373
（登録工務店がない町
村：6）

地域別耐震改修実績及び平均工事費

中央

幡多

高幡

安芸

耐震改修実績
順

耐震改
修累計
（棟）

工務店

1 高知市 1,020 193

2 南国市 172 31

3 香南市 87 16

4 香美市 78 14

5 土佐市 52 6

6 須崎市 45 7

7 四万十町 38 9

8 いの町 33 7

9 安芸市 25 18

10 中土佐町 18 1

11 佐川町 17 3

12 黒潮町 16 6

13 四万十市 13 24

14 日高村 11 2

15 室戸市 9 5

16 越知町 8 2

17 芸西村 7 3

17 仁淀川町 7 0

19 津野町 6 3

19 奈半利町 6 2

19 北川村 6 1

19 本山町 6 1

23 土佐清水市 4 6

23 田野町 4 1

25 宿毛市 3 6

25 梼原町 3 2

25 安田町 3 2

25 東洋町 3 1

29 馬路村 1 0

29 大豊町 1 0

31 三原村 0 1

31 土佐町 0 0

31 大川村 0 0

31 大月町 0 0

合計 1,702 373

耐震改修の実績
には、地域差が
ある！



今後の取組み

・住宅所有者を対象とした耐震改修の必要性や
減災効果の啓発を行う講習会の実施

・市町村担当者や事業者を対象とした合理的で
低コストな工法の紹介

・耐震改修工事に加えて住み替え、建替えも促進

県民、事業者、市町村と連携した取り組み

その1
防災訓練の活用
・避難訓練
・消火訓練
・減災対策

地震の起こるしくみから、家庭でで
きる減災対策として、住宅の耐震化
やブロック塀の安全対策、家具の
固定、ガラスのフィルム貼り等の取
り組みを紹介

・出前講座後、訓練参加者に
耐震診断の申込を募る

・耐震診断の申込みが10倍に
増加（北川村）

・平成25年度から県下全域で
取り組む

県民
・防災訓練に参加
・ニーズの掘り起こし
・工法やコストに疑問
・近くに事業者が不在

県民
・防災訓練に参加
・ニーズの掘り起こし
・工法やコストに疑問
・近くに事業者が不在

県・市町村
・助成制度の周知
・低コスト工法等の情
報提供

・県民と事業者の結び
つけ

県・市町村
・助成制度の周知
・低コスト工法等の情
報提供

・県民と事業者の結び
つけ

事業者
・都市部からの進出
・市町村と連携した出前
講座の実施

・県民との信頼関係の
構築

事業者
・都市部からの進出
・市町村と連携した出前
講座の実施

・県民との信頼関係の
構築

その2
事業者との連携

・低コストの工法の積極的な採用
・事業者に向けて情報提供

・耐震診断から改修工事へ
の実施率の向上

・これらの取り組みにより、
住宅の耐震化を加速化

・今後９年間で16,000戸
の
耐震改修を実施予定

・住み替え、建替えの取り
組みを加えることで、さら
なるスピードアップを図る



県民、事業者、市町村と連携した取り組み

高知県では大きな家族高知県では大きな家族
ひとりひとりのひとりひとりの

命と財産を守るための命と財産を守るための
取組みを進めます。取組みを進めます。

高知県ＨＰより


